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第１章 医療法人制度の概要 

 

１ 医療法人制度 

病院、医師若しくは歯科医師が常時勤務する診療所又は介護老人保健施設を開設しよう

とする社団又は財団は、山形県知事（以下「知事」という。）※の認可を得て、医療法人

とすることができます。 

【医療法（昭和２３年法律第２０５号。以下「法」という。）第３９条、第４４条】 

※ 山形県内のみで病院・診療所・介護老人保健施設等（以下「病院等」という。）を開

設する医療法人を設立する場合に限ります。山形県以外の都道府県で病院等を開設する医

療法人を設立するときは、その都道府県知事の認可が必要となります。 

また、複数の都道府県にまたがって、病院等を開設する医療法人を設立するときは、主

たる事務所が所在する都道府県知事の認可が必要となります。 

２ 医療法人の責務 

医療法人は、自主的にその運営基盤の強化を図るとともに、その提供する医療の質の向

上及びその運営の透明性の確保を図り、その地域における医療の重要な担い手としての役

割を積極的に果たすよう努めることとされています。【法第４０条の２】 

３ 医療法人の非営利性 

医療法人は、医療法において規定された特別の法人です。【法第３９条】 

また、解散する際の残余財産の帰属先が制限されているほか、剰余金の配当が禁止されて

おり、この点で株式会社などの商法上の会社とも区別されています。 

【法第４４条第５項、第５４条】 

４ 医療法人の種類 

（１）社団と財団 

医療法人には、社団である医療法人（以下「社団医療法人」という。）と財団である

医療法人（以下「財団医療法人」という。）の２種類があります。 

ア 社団医療法人 
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複数の個人又は法人が集まって設立された法人であり、法人の設立のため、現金、預金、

不動産、備品等を拠出して設立する法人です。 

イ 財団医療法人 

個人又は法人が無償で寄附した財産に基づいて設立される法人です。 

ウ 定款と寄附行為 

社団医療法人は「定款」で、財団医療法人は「寄附行為」で、それぞれ基本事項を定めて

います。 

（２）一人医師医療法人 

従来、診療所については「医師若しくは歯科医師が常時３人以上勤務する」というよう

に、一定規模以上のものについて医療法人の設立が認められてきましたが、昭和６０年の

法改正により、医師又は歯科医師が常時１人又は２人勤務しているような小規模診療所に

ついても法人化の途が開かれました。これをいわゆる「一人医師医療法人」といいます

が、医療法上は設立、運営、権利及び義務に関して何ら区別はありません。 
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第２章 医療法改正の概要 

 

１ 医療法の改正 

平成２７年９月２８日法律第７４号をもって公布された医療法の一部を改正する法律（以

下「改正法」という。）は、①医療機関相互間の機能の分担及び業務の連携を推進するた

め、地域医療連携推進法人の認定制度を創設するとともに、②医療法人について、貸借対照

表等に係る公認会計士等による外部監査等に係る規定、分割等に係る規定及び社会医療法人

の認定等に係る規定を整備するものです。①及び②のうち医療法人の外部監査等に係る規定

は、平成２９年４月２日に施行され、②のうち医療法人の分割等及び社会医療法人の認定等

に係る規定は、平成２８年９月１日に施行されました。 

２ 改正の内容 

（１）地域医療連携推進法人制度の創設 

医療機関相互間の機能の分担及び業務の連携を推進することを目的に、地域医療構想を

達成するための一つの選択肢として、地域医療連携推進法人の認定制度が創設されまし

た。都道府県知事の認定を受けて設立します。【法第７０条】 

なお、認定には基準があり、地域医療構想との整合性に配慮するとともに、あらかじめ

医療審議会の意見を聞くことが必要とされていますので、事前にご相談ください。 

ア 参加法人について 

参加法人は医療連携推進区域において、病院等を開設する法人となります。また、医療

連携推進方針において、介護事業その他の地域包括ケアシステムの構築に資する事業の連

携を推進する旨を記載した場合は、当該事業等を行う法人を参加法人とすることができま

す。【法第７０条第１項、第７０条の２第４項及び第７０条の８第１項】 

イ 都道府県等による監督等の医療法人に関する規定の準用等 

（ア）地域医療連携推進法人の代表理事の選定及び解職は、都道府県知事の認可を受け

なければ、その効力を生じません。【第７０条の１９】 

（イ）都道府県知事は、医療計画において定める地域医療構想の達成を推進するために
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必要である等の要件に該当すると認めるときは、参加法人が開設する病院間の病床

の融通を許可することができます。【第３０条の４】 

（ウ）地域医療連携推進法人の役員、計算（剰余金の配当禁止を含む）、解散及び清算

並びに都道府県知事による監督については、医療法人に関する規定を準用します。

【第７０条の１２、第７０条の１４、第７０条の１５、第７０条の２０及び第７０

条の２３】 

（２）医療法人制度の見直し 

  ア 医療法人の計算及び機関 

（ア）厚生労働省令で定める基準に該当する医療法人（負債５０億円以上又は収益７０

億円以上の医療法人、負債２０億円以上又は収益１０億円以上の社会医療法人等）

は、貸借対照表及び損益計算書を作成し、公認会計士等の監査を受けなければなら

ないものとするとともに、これを公告しなければならないこととされました。【第

５１条第２項及び第５項並びに第５１条の３】 

（イ）医療法人は、その役員と特殊の関係がある事業者との取引の状況に関する報告書

を作成し、都道府県知事に届け出なければならないとされました。【第５１条第１

項及び第５２条】 

（ウ）医療法人への理事の忠実義務、任務懈け怠時の損害賠償責任等を規定するととも

に、社員総会等の機関に関する所要の規定を整備されました。【第４４条～第４９

条の３】 

  イ 医療法人の分割 

医療法人（社会医療法人その他の厚生労働省令で定める者を除く。）は、都道府県知事

の認可を受けて、分割することができるものとされました。（第５７条～第６２条の２） 

 ウ 社会医療法人の認定の見直し 

２つの都道府県にまたがって病院と診療所を開設している場合の社会医療法人の認定の

特例を設けることと、社会医療法人の認定が取り消された場合の経過的な措置が規定され

ました。【第４２条の２、第４２条の３】 
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【参照通知】 

○平成28年３月25日付「医療法人の機関について」（平成28 年医政発0325 第３号） 

○平成28年３月25日付「医療法人の合併及び分割について」（平成28 年医政発0325 第５号） 

〇平成28年３月25日付「医療法人における事業報告書等の様式について」 

（医政支発0325第１号） 

○平成28年４月20日付「医療法人の計算に関する事項について」 

（平成28 年医政発0420 第７号） 

○平成28年４月20日付「医療法人会計基準適用上の留意事項並びに財産目録、純資産変動計算 

書及び附属明細表の作成方法に関する運用指針」（平成28 年医政発0420 第５号）  

○平成29年２月17日付「地域医療連携推進法人制度について」（平成29 年医政発0217 第16 号） 
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第３章 医療法人の設立 

 

１ 医療法人の設立申請 

医療法人を設立するには、次の要件を満たし、医療法人設立認可申請書に必要な関係書

類を添付して、設立代表者名で知事あてに申請し、知事の認可を受ける必要があります。 

【法第４４条】 

（１）人的要件（社員・理事・監事） 

ア 社 員 

社員は、社団医療法人の構成員であり、社員総会の承認を得て社員の身分を取得しま

す。 

社員は、社員総会において１個の議決権及び選挙権を有し、法人の重要事項の決定をす

ることになります。 

その法人及び病院等で働いている者を「社員」と捉えがちですが、社団医療法人の場

合、これらの方は「職員・従業員」となり、「社員」とは区別されます。 

また、財産的な拠出を行わない場合も、社員となることはできます。ただし、社員はあ

くまでも自然人でなければならず、医療法人が他の医療法人の社員になること及び営利法

人が社員になることはできません。 

なお、社員は、原則として３人以上としてください。 

イ 役 員 

医療法人は、役員として理事３人以上及び監事１人以上置かなければなりません。 

【法第４６条の５】 

ただし、いわゆる一人医師医療法人にかぎり、別途知事の認可を得た場合は、理事を

２人にすることも可能です。 

役員は、欠格条項に該当していない方（※）で、自然人に限られます。 

また、設立しようとしている法人と取引関係にある営利企業の役職員になっている方

が役員に就任することは望ましくありません。 
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※欠格条項に該当していない方 【法第４６条の４第２項】 

一 法人 

二 心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として厚生労働省令で定

めるもの 

三 この法律、医師法、歯科医師法その他医事に関する法律で政令で定めるものの規定

により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なつた日から起算して二年を経過しない者 

四 前号に該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は

執行を受けることがなくなるまでの者 

（ア）理 事 

理事は、法人の意思決定に基づく職務執行の権限を持ち、医療法人の常務を処理しま

す。 

当該医療法人が開設するすべての病院、診療所又は介護老人保健施設の管理者は、理事

に加えなければなりません。【法第４６条の５第６項】 

（イ）理事長 

理事長は、原則として医師又は歯科医師である理事の中から選出します。そして、理事

長は、医療法人を代表し、医療法人の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をする

権限を有する。 

【法第４６条の６】 

（ウ）監 事 

監事の職務は、法第４６条の８に規定されています。 

監事は、理事又は医療法人の職員（当該医療法人の開設する開設する病院、診療所 

又は介護老人保健施設の管理者その他の職員を含む。）を兼ねることはできません。 

【法第４５条の５第８項】 

（２）資産要件 

ア  医療法人は、病院、診療所又は介護老人保健施設を行うのに必要な資産を有して

いなければなりません。【法第４１条、規則第３０条の３４】 
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必要な資産とは、具体的には、病院 等を開設するのに必要な土地、建物等の不動

産及び医療法等の規定によって備え付けるべき設備並びにその他診療に必要な医療機

械器具等をいいます。 

イ 医療法人の土地、建物等は、法人が所有することが望ましいですが、賃貸借契約で

あっても契約が長期間にわたるもので、かつ、確実なものである場合は差し支えあり

ません。 

ウ 賃借料については、近隣の土地、建物等の賃借料と比較して著しく高額である場合

には、医療法第54 条（剰余金配当禁止）の規定に抵触するおそれがあるので、注意

が必要です。 

エ 土地、建物を第三者から賃借する場合は、当該土地及び建物について賃貸借登記を

することが望ましいとされています。 

２ 医療法人の名称 

（１）法人名には、「医療法人」を入れてください。 

（２）既存の医療法人（県内、他県の隣接地域にあるものを含む。）の名称と、同一又は紛

らわしい表記は避けてください。 

３ 医療法人の財産 

（１）拠出（寄附）財産（負債を除く。） 

ア 財産の種類 

（ア）基本財産 ･ ･･ ･･ ･･ ･･ ･･ 不動産、運営基金等の重要な資産 

（イ）通常財産 ･ ･･ ･･ ･･ ･･ ･･ 基本財産以外の資産 

イ 財産の評価額 

（ア）不動産、借地権 ･ ･･ ･･ ･･ 不動産鑑定評価書又は固定資産評価証明書の額 

（イ）預 貯 金 ･ ･･ ･･ ･･ ･･ ･･ 残高証明の額の範囲 

（ウ）医業未収金 ･ ･･ ･･ ･･ ･･ ･前年実績からの推計値 

（エ）医薬品、材料等 ･ ･･ ･･ ･･･帳簿価格 

（オ）医療用器械備品 ･ ･･ ･･ ･･減価償却した薄価 

（カ）什器備品 ･ ･･ ･･ ･･ ･･ ･･減価償却した薄価 
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（キ）電話加入権 ･ ･･ ･･ ･･ ･･  時 価 

（ク）保証金等 ･ ･･ ･･ ･･ ･･ ･･ 契約書の金額（契約書に、償却に関する条項が 

ある場合は、償却後の金額） 

（ケ）内装、附帯設備 ･ ･･ ･･ ･･減価償却した薄価 

（２）負債の引継ぎ 

ア 拠出（寄附）財産の取得時に発生した負債は、医療法人に引き継ぐことができま

す。ただし、法人化前の運転資金、消耗品類の取得に要した費用に係わる負債は、引

き継ぐことができません。 

イ 負債の引継ぎは、債権者の承諾を必要とします。 

（３）運転資金 

ア 原則として初年度の年間支出予算の２か月分に相当する額とします。 

イ 預貯金、医業未収金等の換金が容易なものとします。 

ウ 設立後の金融機関等からの借入金は、運転資金として算入できません。 
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第４章 基金制度 

 

１ 基金について 

基金とは、社団医療法人に拠出された金銭その他の財産であって、当該医療法人が拠出

者に対して、定款の定めるところに従い返還義務を負うもので、剰余金の分配を目的とし

ないという医療法人の基本的性格を維持しつつ、その活動の原資となる資金を調達し、そ

の財産的基礎の維持を図るための制度となります。 

【規則第３０条の３７・３８】 

２ 基金を引き受ける者の募集等に関する定款の定め 

基金制度を採用する場合は、基金を引き受ける者の募集をすることができる旨を定款で

定めることが必要となります。 

３ 募集事項の決定 

基金を引き受ける者の募集をしようとするときは、その都度、次に掲げる事項を定めな

ければなりません。 

（１）募集に係る基金の総額 

（２）金銭以外の財産を拠出の目的とするときは、その旨並びに当該財産の内容及び価額 

（３）基金の拠出に係る金銭の払込み又は（２）の財産の給付の期日又はその期間 

なお、設立時社員は、募集事項を定めようとするときは、その全員の同意を得ること

が必要となります。 

４ 基金の申込み 

社団医療法人は、基金を引き受ける方の募集に応じて基金の引受けの申込みをしようと

する方に対し、基金の募集事項に関することを通知することが必要となります。 

５ 基金の割当て 

社団医療法人は、申込者の中から基金の割当てを受ける方を定めて、その方に割り振る

基金の額を定めなければなりません。この場合は、当該申込者に割り当てる基金の額を、

拠出する額よりも減額することもできます。 
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６ 基金の申込み及び割当に関する特則 

基金を引き受けようとする方が、その総額の引受けを行う契約を締結する場合には、上

記４及び５は適用しません。 

７ 金銭以外の財産の拠出 

（１）基金に拠出する金額の価格が、５百万円を超える場合には、その価格が相当である

と弁護士、弁護士法人、公認会計士、監査法人、税理士又は税理士法人の証明が必

要となります。 

（２）次に掲げる方は、（１）の証明をすることはできません。 

ア 理事、監事又は使用人の方（法人の設立前にあっては、設立時社員、設立時理事

又は設立時監事） 

イ 基金の引受人 

ウ 業務の停止の処分を受け、その停止の期間を経過しない方 

エ 弁護士法人、監査法人又は税理士法人であって、その社員の半数以上がア及びイ

に掲げる方に該当する場合 

８ 基金の返還 

（１）基金の返還は、定時社員総会の決議によって行わなければなりません。 

（２）社団医療法人は、ある会計年度に係る貸借対照表上の純資産額が次に掲げる金額の合

計額を超える場合は、当該会計年度の次の会計年度の決算に関する定時社員総会の日

の前日までの間に限り、当該超過額を返還の総額の限度として基金の返還をすること

ができます。 

ア 基金（９の代替基金を含む。）の総額 

イ 資産につき時価を基準として評価を行っている場合において、その時価の総額がそ

の取得価額の総額を超えるときは、時価を基準として評価を行ったことにより増加

した貸借対照表上の純資産額 

ウ 資本剰余金の価額 

（３）（２）に違反して基金の返還をした場合は、返還を受けた者及び返還に関する職務を

行った業務執行者は、医療法人に対して、連帯して（２）に違反して返還された額を
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弁済する責任を負います。 

（４）（２）に違反して基金の返還がされた場合は、医療法人の債権者は、返還を受けた方

に対し、返還の額を医療法人に対して返還することを請求することができます。 

９ 代替基金 

基金の返還を行う場合には、返還する基金に相当する金額を代替基金として計上する必

要があります。代替基金は、取り崩すことはできません。 

10 基金の利息の禁止 

基金の返還に係る債権には、利息を付することができません。 
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第５章 医療法人の業務と運営 

 

１ 医療法人の附帯業務 

医療法人は、病院等の運営に支障のない限りにおいて、法に定められた業務（附帯業

務）を行うことができます。【法第４２条】 

２ 剰余金の配当禁止 

医療法人が剰余金（利益金）を出しても、これを拠出者（社員）等に配当することはで

きません。 

また、配当でなくとも事実上の「利益の分配」とみなされる行為も禁止されています。

したがって、役員等へ「賞与」等の臨時給与を出すことや、役員等に対しての貸付等を行

うことはできません。【法第５４条、第９３条第１３号】 

３ 医療法人の義務（運営編参照） 

（１）事業報告書等の提出 

医療法人には、毎会計年度の終了後３か月以内に、事業報告書、財産目録、貸借対照

表、損益計算書（以下「事業報告書等」という。）、監事の監査報告書を知事に届け出

ることが義務付けられています。【法第５２条】 

（２）書類の整備 

医療法人は、事業報告書等、監事の監査報告書、定款又は寄附行為を常に事務所に備

えておくことが義務付けられています。 

また、社員若しくは評議員又は債権者から請求があった場合には、正当な理由がある

場合を除いて、閲覧に供しなければなりません。【法第５１条、第５１の２】 

（３）登記の届出 

医療法人は、設立登記をしたときや登記事項に変更が生じて変更登記したときは、登

記内容を知事に届け出なければなりません。 

【医療法施行令（昭和２３年政令第３２６号。以下「施行令」という。）第５条の１２】 

（４）役員変更の届出 
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医療法人は、その役員に変更があったときは、変更内容を知事に届け出なければなり

ません。【施行令第５条の１３】 

４ 医療法人の経営の透明性の確保 

知事は、定款若しくは寄附行為又は事業報告書等、監事の監査報告書の届に係る書類に

ついて請求があった場合には、閲覧に供します。【法第５２条】 

５ 医療法人に対する指導監督 

知事は、医療法人の経営を適正に保つために、適宜適当な手段を用いて指導監督しま

す。 

（１）報告、立入検査 

医療法人の業務若しくは会計が法令、法令に基づく知事の処分、定款（寄附行為）

（以下「法令等」という。）に違反している疑いがあり、又はその運営が著しく適   

正を欠く疑いがあると認められるときは、その法人に対し、報告を求め、又はその事

務所に立入検査をすることがあります。【法第６３条】 

（２）改善等の命令・勧告 

ア 医療法人の業務若しくは会計が、法令等に違反し、又はその経営が著しく適正を

欠くと認めるときは、その法人に対し、期限を定めて、必要な措置をとるよう命令

します。 

イ その法人が、命令に従わないときは、期限を定めて、業務の一部又は全部の停止

を命令したり、役員の解任を勧告したりします。【法第６４条】 

（３）設立認可の取消し 

ア 医療法人が、設立した後又はすべての病院、診療所及び介護老人保健施設を休止

若しくは廃止した後１年以内に正当な理由がないのに、病院、診療所又は介護老人

保健施設を開設しないとき、又は再開しないときは、設立の認可を取り消すことが

あります。【法第６５条】 

イ 医療法人が、法令の規定に違反し、又は法令に基づく知事の命令に違反した場合

において、他の方法により監督の目的を達することができないときに限り、設立

の認可を取り消すことがあります。【法第６６条】 
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第６章 医療法人設立認可申請・認可 

 

１ 医療法人設立認可申請 

（１）設立認可申請 

前述のとおり医療法人を設立するには、知事の認可を受ける必要があります。そのた

め、本県に医療法人を設立しようとする場合は、申請書に必要な添付書類を添えて、知

事に認可の申請をすることになります。 

（２）審査 

県では、申請のあった医療法人の資産が医療法第４１条に規定される要件に該当して

いるかどうか及び定款又は寄附行為の内容が適法であるかどうかなどの点について審査

し、山形県医療審議会医療法人・医師定員特例部会の意見を聞いた上で、認可を行うこ

とになります。 

（３）審議会の日程及び提出期限 

医療審議会医療法人・医師定員特例部会は年２回（10 月、２月の予定）開催され、

それぞれ申請書類の提出期限が決められています。申請書類の提出窓口は主たる事務所

の所在地を管轄する各保健所となりますが、申請の２ヶ月前を目途に、健康福祉部医療

政策課に事前協議として事前審査用申請書を提出して下さい。 

 

 審議会開催月 事前審査用申請書提出期限 本申請書提出期限 

第１回 １０月 ６月末日 ８月末日 

第２回 ２月 １０月末日 １２月末日 

※ 医療法人の解散、合併、非医師理事長の就任など、その他医療審議会の意見聴取を必要

とする認可事項についても同様とします。 
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２ 設立申請に必要な書類 

（１）提出部数 

保健所への提出部数は４部です。（正本１部、副本２部、法人控１部） 

※ 法人控が必要ない場合は３部 

（２）注意事項 

本申請用の書類は、事前協議終了後、担当者の指示に基づいて必要な書類をそろえて

作成することになりますが、次の点に注意してください。 

ア 正本の書類は、原則全て原本としてください。ただし、医師免許証、不動産賃貸契

約など別に個人又は法人が所有しておくべきものは、写しとします。これらには、設

立代表者が原本と相違ない旨の証明（原本証明）が必要です。 

※ 原本が必要な官公署、銀行等の書類 

次の証明書等は、提出用４部のうち１部（正本）に原則として原本を添付しなけれ

ばなりません。 

①不動産鑑定評価書 ②土地、建物登記事項証明書 ③預金残高証明書 

④負債の残高証明書 ⑤債務引継承認書 ⑥買掛金引継承認書 

イ 副本の証明書等は、写しでもかまいませんが、設立代表者の原本証明が必要です。 

ウ 契約書には印紙税法に定める印紙税額の収入印紙を添付する必要があります。 

３ 設立登記 

設立認可を受けた場合は、主たる事務所の所在地を管轄する登記所において、設立認可

のあった日から２週間以内に設立の登記をすることが必要となり、登記をすることによっ

て医療法人は成立することとなります。 

登記を済ませたら、法人の登記事項証明書を添付のうえ「医療法人登記完了届」を知事

（提出先：保健所）に提出してください。【施行令５条の１２】 

 

詳しくは、「医療法人の手引き【運営編】」を御覧ください。 


